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1. はじめに

1.1.  京都産業大学におけるゼミ・研究室活性化
の取組みの背景
京都産業大学（以下、本学）は平成 22 年度に文

部科学省「大学生の就業力育成支援事業」（採択プ
ログラム名：専門教育と協働したコーオプ教育の
全学展開）に採択された。この文部科学省採択プ
ログラムが掲げる目的・目標を 5年計画で実現す
るための実働部隊として、柴孝夫副学長（当時）・
経営学部教授をリーダーとする全学就業力育成実
行プロジェクトチーム（以下、就業力 PT）が組織
された。そして就業力 PTが取組んだ具体的な目
的・目標の一つが「ゼミ等の活性化・活用」であ
る（1）。その内容は『学生の就業力育成には比較
的少人数の規模で実施される専門教育と研究、す
なわちゼミ（ゼミナール）や研究室における教育
および研究活動が活性化すること（以下、ゼミ・
研究室活性化）が不可欠である。この問題意識の

もと、数値目標「文部科学省事業 5年目（平成 26
年度）に本学教員の 7割超がゼミ・研究室活性化
を実現している、あるいはゼミ・研究室活性化に
取組んでいる」を掲げて取組む』というものであ
る。この取組みが本格化した平成 23 年度に「大学
生の就業力育成支援事業」全体が事業仕分けによ
り急遽廃止されるという事態に直面した。しかし
本学では学生の就業力育成が緊急かつ重要な課題
であることに鑑み、当初の予定どおりに就業力PT
の取組みを継続することとした。就業力 PTの取
組みは当初から一貫して本学キャリア教育研究開
発センターの就業力育成推進室が事務推進母体と
なっておこなわれた。一方で、ゼミ・研究室活性
化の具体的な取組みは後述する全学規模の実態把
握調査からはじまり、同調査データの集計と分析
を本学教育支援研究開発センターの高等教育調査
研究ワーキンググループ（以下、教育支援WG）
がおこなう、という新たな学内連携体制を生んだ。
加えて平成 24 年度には文部科学省の「産業界の
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平成 22 年度後半を始期として、京都産業大学におけるゼミ・研究室活動（教員と比較的少人
数の学生が集うゼミナールあるいは研究室という形式・単位での活動）を全学的・組織的に活性
化することをねらいとする取組みをいくつかおこなった。まず、ゼミ・研究室活動の実態を把握
および共有するためのアンケート調査をおこない、全学部・センターの専任教員総勢三百数十名
の 85%以上から回答を得た。つぎに、同調査の目的や結果について全学FD/SD 研修会や学内
外の高等教育研究・研修の場などで情報発信と意見交換をおこなうと共に、調査データなどを学
内の教職員限定で公開した。さらには、ゼミ・研究室活動の新たな活性化ツールとして「ゼミ・
研究室活性化チェックシート」を考案した。これらの取組みは、ゼミ・研究室が学生の専門的知
識・技能と汎用的能力をあわせた総合的な能力・実力（就業力）を高める最も有効な学びの場で
あることを明らかにし、また教員と学生の双方がこのことを意識して様々な活動に臨むことがゼ
ミ・研究室活性化に重要であるという気づきを生んだ。そしてこの気づきに則った実践の試みと
して、学生によるルーブリック作りを筆頭筆者研究室における主要な教育研究活動のひとつ（英
語学術論文の紹介セミナー）に焦点をあてておこなった。その経過と成果を検証し、ゼミ・研究
室活性化の将来像を展望したい。
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ニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」
に本学が採択され、平成 26 年度までの 3年計画で
就業力 PTの全活動をタイアップして進めること
となった。

1.2. 本報告の主旨
日本の大学では専門教育科目、特に演習や卒業
研究等の科目において、ゼミあるいは研究室とい
う形式・単位での学習活動がおこなわれることが
多い。教員と学生の双方にとって、ゼミや研究室
における諸活動が学生の専門的知識・技能を高め
るための中核的な教育・学習活動であることは明
らかであろう。一方で産業界をはじめとする学外
のステークホルダーは、大学卒業生に社会人基礎
力などの汎用的能力が備わっていることを重要視
する傾向にある。このような背景のもと、本稿の
一部著者（佐藤、伊吹、志賀、小林）を含む就業
力 PT内のワーキンググループ（第一部会）のメ
ンバーは、ゼミ・研究室活動が学生の専門的知識・
技能はもとより汎用的能力を高めることにも極め
て有効であろうと考えた。そこで平成22年度後半
を始期として、上述した就業力育成支援事業の一
環としてゼミ・研究室活動を全学的・組織的に活
性化することをねらいとする取組みをいくつかお
こなうことにした。まず本学で日常的におこなわ
れているゼミ・研究室活動の実態を把握および共
有するためのアンケート調査をおこなった。つぎ
に同調査の目的や結果について教育支援研究開発
センターとの連携により全学 FD/SD（ファカル
ティデベロプメント /スタッフデベロプメント）
研修会や学内外の高等教育研究・研修の場などで
情報発信と意見聴取・交換をおこない、また本学
情報センターとの連携により調査データや同集
計・分析結果などを学内の教職員限定で公開した。
さらにはゼミ・研究室活動の新たな活性化の 1
ツールとして「ゼミ・研究室活性化チェックシー
ト」を考案した。これらの取組みにより、ゼミ・
研究室が学生の専門的知識・技能と汎用的能力を
あわせた総合的な能力・実力（就業力）を高める
最も有効な学びの場であることを示す根拠が得ら
れ、また教員と学生の双方がこのことを意識して
ゼミ・研究室活動に臨むことが重要であるという
共通認識が生まれた。そしてこの認識に則った実
践の試みとして、学生によるルーブリック作りを
筆頭筆者の研究室における主要な教育研究活動の
ひとつ（英語学術論文の紹介セミナー）に焦点を
あてておこなった。本稿は以上述べた様々なレベ
ルでの取組みを解説し、その成果・反省点や新た
な課題について考察するために記すものである。

1.3. 就業力とは何か？なぜゼミ・研究室活性化
か？
文部科学省は就業力を「大学を卒業した職業人
として求められる最低限の資質能力」あるいは「社
会的・職業的自立を図るために必要な能力」等と
定義している。より具体的には、経済産業省が平
成 18 年に提言した「社会人基礎力」（前に踏み出
す力、考え抜く力、チームで働く力）（2）の他、
コミュニケーション力（対人対処能力、社会対応
力、傾聴力、プレゼンテーション力）、情報処理・
言語能力（ITスキル、情報収集・分析・発信能力、
語学能力、文書作成能力）、社会人常識力（社会に
対する理解、働くことへの意識、社会人としての
心構え、倫理的姿勢）等を挙げることができるだ
ろう。すなわち、あらためて就業力は何かと問わ
れれば、その人の社会人・職業人としての総合的
な力量や実力をあらわす概念と言えるだろう。本
学では就業力を「長い人生に渡って社会の中で生
き抜いていける力」と定義して、ゼミ・研究室活
性化を含む各種の取組みに臨むことになった。就
業力 PTは、演習あるいはそれに準ずる小規模ク
ラスや研究室、すなわちゼミ・研究室における教
育活動において、担当教員の専門分野の研究・教
授と PBL（Project-Based Learning）型教育やア
クティブ・ラーニング等の実践的な教育方法が融
合し協働することが学生の就業力向上に有効に働
くと考えたのである。

2. ゼミ・研究室などにおける “就業力育成支援 ”
活動の全学実態調査

2.1. 企画と実施
先述の背景を受けて就業力 PT第 1部会は、ゼ
ミ・研究室における教育活動・事例を顕在化させ
関係教職員間で情報共有するとともに、それらの
取組みを支援することを目指した活動をおこなう
こととした。そしてその第 1段階として、本学に
おけるゼミ等の教育活動の現状を把握することが
先決であると考え、ゼミ等の授業を担当する教員
に対して日常的にどのような教育活動をおこなっ
ているか、ゼミ等の運営に際して工夫している点
や問題となっている点、学生間の交流状況および
相互作用、ゼミ等を通じて学生にどのように育っ
てもらいたいか、学生の進路あるいは就業力育成
に関する考え方等、いくつかのアンケート項目を
用意して意見聴取をおこなうことにした。Box 1
に示すのは全学アンケート調査をおこなうにあ
たって教員へ協力を呼びかけた通知文書である。
本調査は当初Box 1 に示した通り回答方法を専
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用ウェブページに限り、回答期間を 1か月程度に
設定した。その後、紙媒体での回答を可能とし、
また回答期間も 12 月末まで（約 2か月間）延長し
た。その結果、全学部およびセンターの教員総勢
三百数十名の85%を超える回答を得ることが出来
た。全学規模のアンケート調査でこのような高い
回収率を得たことはこれまであまり実例がなく、
目的とする全学的な実態把握のための基礎要件が
クリアできたものと総括出来る。一方で、本調査
をおこなう過程では専用ウェブページでの回答に
おける画面操作上のトラブル（例：前画面への移
動によりそれまでの記述内容が保存されずに消去
される）、紙媒体による回答データの一部を紛失す
るなど、いくつかのトラブルが発生した。これら
について各事案の当事者および全学レベルでの対

応をおこない、その事態収拾につとめた。このこ
とは、学内でアンケート調査をおこなう上での重
要な注意点・ノウハウとして、就業力 PTの会議
体の中で情報共有した。
次に調査内容（質問項目数は 9つ）および調査
結果の各項目集計データあるいはその抜粋を示
す。調査冒頭には基本情報として氏名、所属名、
およびゼミ等の科目（科目名 /年次 / 履修者数）
を記してもらい、次に各質問項目に答えてもらう
という形式を取った（Box 2, Box 3）。
質問 1では、ゼミ・研究室等の科目における諸
活動とその重要度の関係を問うものとした。Box 
2 に示す 19 項目について 5段階で重要度（実施し
ている場合：1～ 5点、実施していない場合：0点）
を記してもらった。また項目 1-19「その他」につ

Box 1．ゼミの全学実態調査についての学内通知文書
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Box 2．ゼミ全学実態調査の質問 1（ゼミ・研究室活動とその重要度：19項目）

Box 3a．ゼミ全学実態調査の質問 2～ 9に対する回答例

注：回答者の特定につながる具体的情報（科目名など）は表示を伏せている。
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Box 3b．ゼミ全学実態調査の質問 2～ 9に対する回答例

注：回答者の特定につながる具体的情報（科目名など）は表示を伏せている。

図１．質問 1回答データにおける重要度分布を可視化した集計例
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いてはどのような取組みであるか、およびその重
要度について記してもらった。図 1に当該項目の
実施の有無と重要度分布の集計結果の例を示す。
また、重要度の数値データをBox 3 に示す 3通
りの方法で集計し表にまとめた。この表の読み方
については後述（Box 4）する。
質問 2 ～ 9 は自由記述形式により回答しても
らった。それぞれの項目内容と回答例をBox 3 に
1 ～数例ずつ示す。

2.2. 集計データに対する考察
質問 1は個々の教員が担当しているゼミあるい
は研究室単位での授業・活動において、どのよう
な取組みをどのような重要度（5段階評価）でお
こなっているかを問うものであった。その結果、
各学部の特色あるいは全学部に共通に見られる特
色がある程度把握できることがわかった。また学
部の中で必ずしも大多数によって取組まれている
わけではない項目であっても当該取組みのある教
員にとっては重要度の高いものがある、あるいは
大多数の教員が取組んでいる項目であってもその
重要度はあまり高くない場合がある、などの知見
も得られた。こういった知見について、特に総合
生命科学部のデータに対する所感の形でまとめた
ものを作成し、2.3.1. で記す全学 FD/SD研修会（平

成 25 年 3 月 12 日）における配布資料として、お
よびその後に本学ホームページにおいて公開し
た。Box 4 にその内容を示す。なお他学部の集計
結果についても当時の就業力 PTの当該学部教員
メンバーが所感を作成し、就業力 PTの会議体の
中で共有した。また、集計結果を各学部でのゼミ・
研究室活性化の材料として活用してもらうよう、
各学部長・副学部長らへの働きかけを教育支援研
究開発センターの取組み（学部廻り）としておこ
なった。
今回の調査結果、特に質問 1への回答（表 1～
3）をもとにした全学的な視野での考察ポイントの
1つに、調査項目とした 19 の取組みそれぞれに対
する重要度の評価のしかたに学部間で顕著な差が
あったことがあげられる。表 3の「実施教員のみ
から算出された重要度平均値」にあるように、全
体の平均値が最も高かった経営学部では 3.72、最
も低かった理学部では 3.09 であった。このような
大きな差が出たのは、各項目で重要度（5点満点）
を自由に評定できるようにしたことが要因であ
る。極端に言えば、全 19 項目を 5点満点で回答す
ること、あるいは逆にすべて 1点とすることも可
能であった。この回答環境のもと、経営学部の教
員は重要度を他学部にくらべて高く、逆に理学部
の教員は低く、それぞれ評価する傾向があったと

Box 4a．質問 1回答データ（総合生命科学部）に対する所感
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いうことである。このことが各学部における各取
組み項目に対する重要度設定の高低を反映したも
のでは必ずしもないことは、表 2のデータに関す
る所感としてBox 4 にも記した。学部間の比較を
精度高くおこなうには、たとえば 19 項目のうち 5
点と 1点を 2項目、4点と 2点を 4項目、3点を 7
項目、それぞれあげてもらうような調査形式にし
て前述のような差は生じないようにすることが必
要であろう。

2.3. ゼミ全学実態調査結果の活用
2.3.1. 調査データの学内共有
本学は文系（経済、経営、法、外国語、文化）・
理系（理、コンピュータ理工、総合生命科）あわ
せて 8つの学部をもつ総合大学である。そのため

「ゼミ・研究室活性化」といっても、その具体的な
中身は多種多様なものになるであろう。そこで本
学の現時点（平成 22 ～ 23 年度当時）におけるゼ
ミ・研究室活動の実態を知ること、そして「ゼミ・
研究室活性化」とはどういうことか、すなわちど
のような客観的基準によればそのことが測定可能
になるのかを明らかすることなどが「ゼミ・研究
室活性化」の実現の前提条件として必要であると
考えた。全学実態調査のデータ収集終了とその集
計分析作業の終了（質問 1回答データ：図 1およ
び表 1～ 3、所感など）を受けて、就業力 PT主催
のフォーラム（平成 24 年 6 月 6 日）（3）および就
業力PTと教育支援WG等が連携しての全学FD/
SD研修会を開催した（平成 25 年 3 月 12 日）（4）。
また調査結果の全データを平成 25 年 12 月に学内

Box 4b．質問 1回答データ（総合生命科学部）に対する所感
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教職員に限定して公開した（5, 6）。ここまでで、
当初の目標の一つとしていた「ゼミ・研究室活動
の実態を幅広く学内で共有する」環境の整備に一
段落を迎えた。
2.3.2. 外部評価
以上述べた取り組み内容について外部評価を受
審した。ひとつは就業力育成実行事業に対する外
部評価である（平成 24 年 3 月）（7）。その中でゼ
ミ・研究室活性化に向けた取り組みについては、
Box 5 に示す評価・コメントを得た。
また、本学の全学的 FD/SD 活動の諸取組みに
対するものとして高等教育開発フォーラムの非公
開・機関別カンファレンス（フォーラム・メンバー
によるアドバイジング）を受け（平成 25 年 9 月）
（8）、Box 6 に示す評価・コメントを得た。
2.3.3.  ゼミ・研究室活性化チェックシートの提

案
次の課題として取組んだのは「ゼミ・研究室活

性化」とはどういうことか、すなわちどのような
客観的基準によれば「ゼミ・研究室活性化」が測
定可能になるのか、といったことを明らかするこ
とである。そこで教育支援WG（佐藤、王、伊吹、
志賀、山内など）が主な会議体となり、ゼミ・研
究室で日常的におこなわれている諸活動、すなわ
ち全学実態調査の質問 1 の各項目にある取組み
が、学生にどのような能力・実力をつけるために
おこなわれているのか、そしてどのような成果を
生んだのか、ということを検討した。そこで考案
されたのがゼミ・研究室活性化チェックシートで
ある（図 2）。
これまでにおこなった全学実態調査が「どう
いった実施項目を、どのような重要度でおこなっ
ているか」という点を明らかにしたのに対して、
ゼミ・研究室活性化チェックシートは「どの実施
項目がどのような能力・実力（就業力）の向上に
役立っているのか」という点を教員及び学生の両

4 4 4 4 4 4 4 4

Box 4c．質問 1回答データ（総合生命科学部）に対する所感
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表１．学部全体で見た質問 1項目の重要度平均値
補足説明（表 2および表 3にも共通）：表中最上段の「母数」は
有効回答数、左端の「1．1～ 1．19」は Box 2 に示した質問項目
の通し番号である（例：1．1は質問 1の項目 1、すなわち「学生
による研究成果のプレゼンテーション」のこと）。

表２．学部全体で見た質問 1項目の実施率

表３．学部内の実施教員のみから算出された重要度平均値
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視点から
4 4 4 4

明らかにするツールである。ゼミ・研究
室という環境あるいは場を活用し活性化するため
には、その場にいる教員と学生が教育研究の目標、
そのための行動・作業内容（全学実態調査の質問
1の 19 項目にあげたものが含まれる）、さらには
達成基準までが可視化されたものを共有し、相互
が上記内容を了解した上で事にあたるよう促す
ツールを開発することが効果的であろうと考え
た。
図 2に示す凡例は筆頭筆者が日常的におこなっ

ているゼミ・研究室活動の 1つ「研究室ミーティ
ング」に焦点をあてたものである。ここでは研究
室ミーティングを「取組み大項目」として、さら
に 6つの「取組み小項目」を設け、それぞれがど
のような能力の開発や伸張に資するものであるか
を検討するかたちをとっている。各種能力のカテ
ゴリーと内容の選定にあたっては、概念レベルと
して専門的知識・技能、汎用的能力、社会スキル、
外部刺激（外部からの評価）の 4項目をたて、そ
れぞれを定義し、かつ細目内容を示した先行研究

図２．ゼミ・研究室活性化チェックシート凡例

Box 5．  「ゼミ・研究室活性化に向けた取り組み」に対する就業力育成支
援事業外部評価・コメント

Box 6．  「ゼミ・研究室活性化に向けた取り組み」に対する高等教育開発
フォーラム・メンバーの評価・コメント
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（9）を参考とした。この先行研究（9）は、全国規
模の学生調査（サンプル数は約 4万 8千人）に基
づき、学生の在学中における専門・職業知識およ
び汎用的能力の修得、および人格形成の規定要因
として学習動機や意欲が重要であり、かつ、授業
の形態、たとえば授業への興味を沸かせる工夫や
参加型授業がとくに汎用的能力の形成に大きな貢
献をすること等を見出したものである。わたした
ちは、この先行研究事例が本稿で扱っている問題
意識とその背景を理解し問題解決に向かうための
理論的根拠を与えてくれるものと期待して活用し
た。
この凡例の取組み大項目にあげた研究室ミー
ティングは、筆頭筆者の研究室では週 2回程度、
約90分をかけておこなわれる取組みである。この
取組みは全学実態調査の質問 1にあった項目を複
数あわせ持つ。そこでチェックシートではさらに
取組み小項目（諸連絡・情報交換、原著論文セミ
ナー等）を設けて、それらについての各種能力と
の関係を検討することができるようにした。例え
ば原著論文セミナーという取組みにおいて教員と
学生はどのようなことを期待しているのか、そし
てその取組みをおこなった結果どのような成果が
得られたのか、それは期待どおりであったのか、
そうではなかったのか、等を考えるのである。ゼ
ミ・研究室活動をある程度細分化し、それら活動
ごとの目的と期待される成果、および実際の成果
あるいは成果物（試験のスコア、自己あるいは他
人による評価、レポート等の作成物など）を教員
と学生がそれぞれにあるいは両者が共同で検証す
ることができるようになることを想定した。この
ような考え方や手法は、学習・教育活動等におけ
る成績評価や達成指標の基準を可視化するツール
として最近教育現場で積極的に開発・運用され始
めている「ルーブリック」とよく似ている（10）。
そこでゼミ・研究室活性化の具体的かつ新たな取
組みとして、そして図 2に凡例を示したゼミ・研
究室活性化チェックシートを個々の教員のレベル
で開発・運用する意義を検証することを目的とし
て、筆頭筆者の研究室での具体的な取組みに焦点
をあてたルーブリック（以下、研究室ルーブリッ
ク）作りを所属学生と協力しておこなうことにし
た。

3.   学生がつくる研究室ルーブリックの試み（ゼ
ミ・研究室活性化の新しい取組みの実践事例）

以下に計 4回にわたっておこなった研究室ルー
ブリック作成の作業ノート、作業風景、および成

果物（英語学術論文紹介の教育目標や達成指標を
文言化・視覚化するルーブリック）を示す。

3.1.  研究室ルーブリック作り～「論文を紹介す
る」「メール文を作成する」～第 1回作業
ノート

日時：平成 25（2013）年 12 月 26 日　13：15 ～
14：45
場所：雄飛館ラーニングコモンズ
参加者：佐藤研究室メンバー（教員 2名、嘱託職
員 1名、4年生 3名、3年生 4名）
作業目的に関するイントロダクション：一般に
ルーブリックは、何がどれくらいできたかをいく
つかのレベルに分けて表にしたもので、教える側
の評価基準、学ぶ側の達成基準として使われる。
この研究室ルーブリックの作成の取組みでは、研
究室員が全員集まっておこなうミーティング時に
論文紹介をおこなうこと、および研究室員間ある
いは教員と研究室員のあいだで交わすメール文を
作成することの二項目について「目的・目標はな
にか」を意識しながら、それぞれの取組みが「ど
のようなおこないであるかの洗い出しと分類」「そ
れぞれの、あるいは全体のおこないに必要とされ
るスキル・能力（専門的知識・技能と汎用的能力）
と到達度レベル・ランク（便宜的に S・A・B・C
の 4段階とする）」を学生メンバーが検討した。以
上についての教員からのイントロダクション講義
（約 15 分）をへて、実際の検討作業に入った（図
3）。
実施内容：学生メンバーは図 3左にある横長ホワ
イトボード・スペースを論文紹介（4年生 3名が
担当）とメール作成（3年生 4名が担当）で 2：1
に区画し、それぞれで 30 分程度作業をおこなっ
た。この間、教員と職員（計 3名）は傍らでの見
守りに専念した。おこないの要素およびスキル・
能力がある程度出されたところで、教員のほうか
らそれぞれのテーマについて次の検討事項を提案
した。すなわち、論文紹介のほうでは「持ち時間
45 分における論文紹介のタイムテーブル」、メー
ル作成のほうでは「メール全文をイメージして最
初から最後までで何が書かれているべきか、何が
書かれてはいけないか」である。またメール作成
のほうでは、十数個のキーワードがあげられてい
たため、そのそれぞれがメール作成全体像のどの
部分に関わることなのかを割り振ってみてはどう
かと提案した。学生メンバーはさらに20分程度の
作業をおこない、次頁に示す成果物（図 4）を得
た。本稿では以降「メール作成」の研究室ルーブ
リック作りについては省略する。



Forum of Higher Education Research  Vol. 5, 2015

－68－

図３．研究室ルーブリック作成のための作業風景（場所：雄飛館ラーニングコモンズ）

図４．研究室ルーブリック作成の 1日目成果物（上下とも：論文紹介）
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3.2. 第 2 回作業ノート
日時：平成 26（2014）年 1月 6日　13：15 ～ 14：
45
場所：15 号館 1階 15105 セミナー室
参加者：佐藤研究室メンバー（教員 1名、嘱託職
員 1名、4年生 2名、3年生 2名）
実施内容：第 1回作業の成果（図 4）を印刷物で
学生に配布し、ホワイトボード上に同内容をもと
にしたルーブリック作りをおこなうよう指示し
た。教員が板書により作成イメージを示し（図 5
左）、学生が別途に表を作成する作業をおこなった
（図 5右）。

3.3. 第 3 回作業ノート
日時：平成 26 年 1 月 17 日　13：15 ～ 14：20
場所：15 号館 1階 15125 実験室
参加者：佐藤研究室メンバー（教員 2名、4年生 3
名、3年生 2名）
実施内容：第 2回成果物（図 5）の印刷物を学生
に配布し、その内容をエクセル書類に清書するよ
う指示した。作業終了後の同日中に清書データを
印刷物および電子データで提出してもらった（表
4）。教員側はその清書データに対して修正案とコ
メントをつけたものを作成し、第 4回作業日（1月
28 日）の 1週間前（1月 20 日）に担当学生（4年
生）に返却した（表 5）。また、1月 21 日にはコメ
ントへの対応方法などを記したプリントを配布し
た。対応方法およびその他の指示内容は以下のと
おりである。
・  次回の提出をもってルーブリック作りを終え
る。

・  取組みの過程と最終成果物を何らかの形で研究
室外に公表する方針である（本稿のこと）。
・  教員からのコメントに基づき加筆修正等をおこ
なう。
・「～ができる」「～ができた」等の表現を用いる。
・  コメントへの対応を記した資料を別途作成す
る。
・  各項目の達成度と汎用的能力（例：論理的思考
力、自律性、コミュニケーション力）の関係を
明らかにする。
・  1 月 28 日を期日として、最終成果物を教員に提
出する。

3.4. 第 4 回作業ノート
日時：平成 26 年 1 月 28 日
実施内容：担当学生よりルーブリック完成版（最
終成果物）の提出を受けた（表 6）。

3.5. 研究室ルーブリック作りのまとめ
上記成果物が得られたことをもって、本取組み
をいったん終了とした。この論文紹介ルーブリッ
クでは、事前学習・セミナー本体・事後学習のそ
れぞれにおいて、専門的知識・技能を高めるため
に取組むべき内容と到達目標がランク別にまとめ
られた。また、これらの取組みがもたらす汎用的
能力がなにかについても項目別に提案する内容と
なった。このルーブリックには、作業の最終段階
で項目に取り入れることにした「論文を書くため
に」を他項目と同レベル程度に内容豊かなものに
する等、検討の余地が大いにある。しかしながら、
学生達が短期間でここまでの成果物をもたらした

図５．研究室ルーブリック作成の 2日目成果物（左：作成イメージ、右：学生による作成結果）
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表４．1/17 に学生から提出された第 3回作業の成果物

表５．第 4回作業時に学生に返却した第 3回作業成果物
（下線部は修正項目、コメント欄は教員（筆頭著者）からのフィードバックコメント）



－71－

高等教育フォーラム　Vol. 5, 2015

ことは高く評価して良いだろう。今後は「論文を
書くために」論文紹介がどう役立つのか、また、
論文紹介の聴衆側はどのように取組むべきなの
か、といった点もルーブリックの中に文言化して
いき、研究室でおこなう論文紹介の教育目標と達
成評価基準を明確に可視化した取組みとして発展
させていきたい。
前項の末尾（2.3.3. の末尾）で、研究室ルーブ

リックを作成する目的は「ゼミ・研究室活性化
チェックシートを個々の教員のレベルで開発・運
用する意義を検証する」ことであると述べた。今
回の実践では教員と学生、および学生どうしの相
互作用があるなかで論文紹介という活動をいくつ
かの具体的な作業に分解した。そしてそれら各作
業の完成度だけでなく、その期待される教育効果
や取組み全体として何を目指しているのかという
点にまで議論をおこない、成果物への反映もある
程度おこなえた。本稿で提案したゼミ・研究室活
性化の 1方向性、すなわち「ゼミ・研究室という
環境あるいは場を活用し活性化するためには、そ
の場にいる教員と学生が教育研究の目標、そのた
めの行動・作業内容、さらには達成基準までが可
視化されたものを共有し、相互が上記内容を了解
した上で事にあたるよう促すツールを開発する
（2.3.3. 第 2 段落）」ことが実践可能であることを、
今回の実践で示すことができたと言えるのではな
いだろうか。

4. まとめのメッセージ

本稿では全学的・組織的な取組みとしてのゼミ・
研究室活性化の諸取組みから始まり筆頭筆者の研
究室活動での実践事例をもつに至るまでを時系列
順に概括・総括してきた。最後に（特に本学で）
共に学生と向き合う毎日を過ごされている教員の
方々、本稿を読んでいただいている方々へのメッ
セージを記したい。
今回の全学実態調査結果等からも明らかなよう
に、学部・学科の違いや授業に集う人的規模の違
い、そしてゼミ・研究室を主宰する教員の発想や
実践内容などを要因として、ゼミ・研究室活性化
の姿は多種多様である。そのことは重要な前提と
しつつも、先行研究によれば大学生が卒業時点で
取得するべきものとして、高い汎用的能力（次の
3要素・段階からなる：基礎スキル、社会スキル、
批判的・論理的思考）を基礎とする高い専門的知
識・技能（次の 3要素・段階からなる：具体的知
識、理解と応用、分析・応用・評価）があり、ま
たそれらを下支えする自己認識または人格形成の
3つがあげられている（9）。そのため、私たち教
員が取り組むべき課題には普遍的と言ってもよい
共通項、すなわち学生に専門的知識・技能、汎用
的能力、自己認識・人格形成を主体的に学ぶ姿勢
を育んでもらい、そしてその姿勢を通して長い人

表６．研究室ルーブリック「論文紹介」完成版
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生を生き抜くための実力を身につけてもらう、と
いう課題がある。本稿で紹介した全学実態調査や
その集計分析の取組み、そしてゼミ・研究室活性
化チェックシートや学生によるルーブリック作り
のような仕掛けを教育・研究活動に取り入れるこ
とがゼミ・研究室活性化のベスト・ソリューショ
ンであるとは思わない。しかしながら、このよう
な取組み例を知っていただくことで、なにがしか
のよい気づきや新しい発想をもっていただくこと
ができれば著者一同大変嬉しく、また安心安堵の
気持ちである。
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“seminar or semi work” or “lab work”, and to develop, 
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collaboration between the teacher and the students. 
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